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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 

 
(注) １  売上高には消費税等は含まれておりません。 

２  潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３  従業員数は、就業人員数を記載しております。 

４  第43期において経常損失を計上した主な要因は、建設業界が一層厳しさを増す状況となったためでありま

す。また、当期純損失を計上した主な要因は、第44期以降の収益改善のための合理化策や東日本大震災によ

る損失等を計上したことによるものであります。 

５ 第44期における従業員数の減少の主な要因は、当社及び連結子会社において平成23年３月31日に実施した希

望退職者募集に伴う退職者(19名)によるものであります。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 21,267 19,587 16,839 16,861 17,006 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 699 254 △ 445 384 743 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 206 168 △ 1,351 337 662 

包括利益 (百万円) ― ― △ 1,389 514 773 

純資産額 (百万円) 8,741 8,735 7,227 7,731 8,434 

総資産額 (百万円) 35,073 32,651 29,266 28,824 29,505 

１株当たり純資産額 (円) 261.69 261.54 216.42 231.54 252.82 

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

(円) 6.18 5.03 △ 40.46 10.09 19.85 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ─ ─ ─ ― ― 

自己資本比率 (％) 24.9 26.8 24.7 26.8 28.6 

自己資本利益率 (％) 2.3 1.9 △ 16.9 4.5 8.2 

株価収益率 (倍) 18.8 22.9 ― 19.1 10.3 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 290 471 1,462 1,457 454 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △621 △555 △ 106 △58 △4 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,307 △43 △ 1,332 △1,436 △480 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 1,431 1,302 1,326 1,287 1,257 

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用人員) 

(名)
298

(22) 
308

(29) 
292

(23) 
264 

(20) 
263

(22) 
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

４  第43期において経常損失を計上した主な要因は、建設業界が一層厳しさを増す状況となったためでありま

す。また、当期純損失を計上した主な要因は、第44期以降の収益改善のための合理化策や東日本大震災によ

る損失等を計上したことによるものであります。 

５ 第44期における従業員数の減少の主な要因は、平成23年３月31日に実施した希望退職者募集に伴う退職者

(17名)によるものであります。 

  

回次 第41期 第42期 第43期 第44期 第45期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 19,436 17,529 14,932 15,236 14,805 

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 654 208 △ 535 290 557 

当期純利益又は 
当期純損失(△) 

(百万円) 206 124 △ 1,661 262 448 

資本金 (百万円) 2,651 2,651 2,651 2,651 2,651 

発行済株式総数 (株) 34,294,400 34,294,400 34,294,400 34,294,400 34,294,400 

純資産額 (百万円) 8,154 8,087 6,276 6,750 7,186 

総資産額 (百万円) 33,705 31,371 27,641 27,452 27,527 

１株当たり純資産額 (円) 244.10 242.15 187.95 202.15 215.42 

１株当たり配当額 
(うち、１株当たり中間配当額) 

(円)
6.0 

(―)

3.0 

(―)

― 

(―)

2.0 

(―)

3.0 

(―)

１株当たり当期純利益金額 
又は当期純損失金額(△) 

(円) 6.18 3.73 △49.74 7.85 13.44 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 24.2 25.8 22.7 24.6 26.1 

自己資本利益率 (％) 2.5 1.5 △ 23.1 4.0 6.4 

株価収益率 (倍) 18.8 30.8 ― 24.6 15.3 

配当性向 (％) 97.1 80.4 ― 25.5 22.3 

従業員数 
(ほか、平均臨時雇用人員) 

(名)
194

(18) 
206 
(26) 

195
(20) 

168 
(18) 

170
(19) 
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当社(旧浅野物産株式会社、昭和14年２月６日設立)は、昭和50年４月１日に旧丸紅建材リース株式会

社の株式額面の変更を目的として、同社を吸収合併し、同時に商号を丸紅建材リース株式会社に変更し

ました。合併期日前の当社は事実上の営業活動を行っておりませんでしたので、以下における記載は、

すべて実質上の存続会社である旧丸紅建材リース株式会社及びその企業集団にかかるものを記載してお

ります。 

  

 
  

２ 【沿革】

年月 概要

昭和43年11月 丸紅鉄鋼建材リース株式会社設立(資本金30百万円) 

昭和44年７月 九州営業所(現福岡支店)を開設 

        ９月 名古屋営業所(現名古屋支店)を開設 

昭和45年２月 若松工場を設置 

        ３月 横浜営業所(現横浜支店)を開設 

昭和46年１月 大阪営業所(現大阪支店)を開設及び幕張工場を設置 

        ４月 稲沢工場を設置 

        10月 札幌営業所(現札幌支店)を開設 

昭和47年８月 札幌工場を設置 

        10月 商号を丸紅建材リース株式会社に改称 

昭和49年３月 仙台営業所(現東北支店)を開設 

        10月 東播工場を設置 

昭和53年12月 株式を東京証券取引所市場第二部に上場 

昭和54年５月 市原工場を設置及び丸建工事株式会社(現連結子会社)を設立 

        ８月 幕張工場を廃止し、市原工場に移設 

昭和60年５月 タイ丸建株式会社(現持分法適用関連会社)を設立 

昭和61年２月 協友リース株式会社(現持分法適用関連会社)を設立 

昭和62年７月 北関東営業所(現北関東支店)を開設 

平成５年４月 千葉営業所(現千葉支店)を開設 

平成７年８月 仙台ヤードを設置 

平成８年10月 岐阜工場を設置 

平成10年４月 沖縄営業所を開設 

平成11年４月 山形営業所及び北九州営業所を開設 

平成16年10月 興信工業株式会社(現連結子会社)の株式取得 

平成18年３月 株式が東京証券取引所市場第一部に指定 

        12月 函館営業所を開設 

平成20年３月 丸建基礎工事株式会社(現連結子会社)を設立 

平成23年１月 丸建ヒロセベトナム有限会社(現持分法適用関連会社)を設立 
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当社の企業集団は当社、子会社６社および関連会社３社で構成され、建設基礎工事用仮設鋼材の賃貸

および販売ならびに修理・加工、各種異形仮設材の製作を主な内容とし、さらに杭打抜・山留架設工

事、地中連続壁工事等および土木・上下水道施設工事等の事業活動を展開しております。 

当社グループの事業に係わる位置付けおよびセグメントとの関連は次のとおりであります。 

なお、次の事業区分は「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項」に掲げる

「セグメント情報」の区分と同一であります。 
  

 
  

当社ならびに子会社、関連会社等の当該事業における位置付けの事業系統図は次のとおりでありま
す。 

  
 

  

(注) 上記子会社６社は全て連結されており、また関連会社３社も全て持分法を適用しております。 

  

３ 【事業の内容】

区分 事業内容 会社名

重仮設 
建設基礎工事用仮設鋼材等の 

賃貸、販売、修理、加工等 

当社・東北工業㈱・東播工業㈱・九州レプロ㈱ 

協友リース㈱・THAI MARUKEN CO.,LTD. 

HIROSE MARUKEN VIETNAM COMPANY LIMITED 

重仮設工事 

建設基礎工事用仮設鋼材の杭打

抜・山留架設工事、地中連続壁工

事等 

当社・丸建工事㈱・丸建基礎工事㈱ 

土木・上下水道 

施設工事等 

土木・上下水道施設工事、建築 

設備工事及び工場プラント工事 
興信工業㈱ 
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(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、(その他の関係会社)である丸紅㈱を除き、セグメント情報に記載された名称

を記載しております。 

２ 興信工業㈱については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超

えておりますが、セグメント情報の土木・上下水道施設工事等事業の売上高に占める割合が90％を超えるた

め、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

３ 債務超過会社であり、平成24年12月末時点で債務超過額は165百万円であります。 

４ 有価証券報告書を提出しております。 

  

４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業 
の内容

議決権の 
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)       

興信工業㈱    (注)２ 横浜市西区 99 

土木・上下水道
施設工事等 
（土木・上下水
道施設工事、建
築設備工事及び
工場プラント工
事） 

100.00 ―
当社従業員出向２名 
当社従業員兼任２名 

丸建工事㈱ 東京都港区 10 

重仮設工事 
( 杭打抜・山留
架設工事、地中
連続壁工事等) 

100.00 ―
当社よりの工事の請負 
当社従業員出向１名 
当社従業員兼任３名 

丸建基礎工事㈱  (注)３ 北海道北広島市 50 

重仮設工事 
( 杭打抜・山留
架設工事、地中
連続壁工事等) 

100.00 ―
当社よりの工事の請負 
当社より資金の貸付 
当社従業員兼任３名 

東北工業㈱ 仙台市宮城野区 10 

重仮設 
(建設基礎工事
用仮設鋼材の修
理・加工) 

100.00 ―
当社より鋼材の修理および加
工を委託 
当社従業員兼任１名 

東播工業㈱     
兵庫県加古郡 
播磨町 

10 

重仮設 
(建設基礎工事
用仮設鋼材の修
理・加工) 

100.00 ―

当社より鋼材の修理および加
工を委託 
当社より資金の貸付 
当社従業員兼任１名 

九州レプロ㈱ 北九州市若松区 10 

重仮設 
(建設基礎工事
用仮設鋼材の修
理・加工) 

100.00 ―
当社より鋼材の修理および加
工を委託  
当社従業員兼任１名 

(持分法適用関連会社)       

協友リース㈱ 千葉県柏市 30 

重仮設 
(建設基礎工事
用仮設鋼材等の
賃貸・販売) 

50.00 ―

当社より鋼材の販売 
当社への鋼材(大型Ｈ形鋼等)
の賃貸、販売 
当社役員兼任３名 
当社従業員出向１名 

THAI MARUKEN CO.,LTD. 
（タイ丸建株式会社） 

THAILAND 
BANGKOK 

百万BAHT

20 

重仮設 
(建設基礎工事
用仮設鋼材等の
賃貸・販売等) 

49.00 ―

当社より鋼材の販売 
銀行借入に対する債務保証 
当社従業員出向３名 
当社従業員兼任２名 

HIROSE MARUKEN VIETNAM 
COMPANY LIMITED 
（丸建ヒロセベトナム有限
会社） 

Vietnam 
Ho Chi Minh 
City 

百万US$

2 

重仮設  
(建設基礎工事
用仮設鋼材等の
賃貸・販売等) 

50.00 ―
当社より鋼材の販売 
当社役員兼任１名 
当社従業員兼任１名 

(その他の関係会社)    

丸紅㈱      (注)４ 東京都千代田区 262,686 総合商社 ― 35.24 
当社役員の兼任等 
 兼任２名 
 転籍３名 
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(1) 連結会社の状況 

当社グループでは、各従業員がそれぞれのセグメントへの帰属を特定できない点を勘案して、従業

員の状況についてセグメントごとの記載を省略しております。 

 なお、当社グループの従業員数は次のとおりであります。 

平成25年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外数)は、臨時従業員(派遣社員及び期間１年以内の業務委託契約社員)の年間平均雇用人員で

あります。 

  

(2) 提出会社の状況 

当社では、各従業員がそれぞれのセグメントへの帰属を特定できない点を勘案して、従業員の状況

についてセグメントごとの記載を省略しております。 

 なお、当社の従業員数は次のとおりであります。 

平成25年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の(外数)は、臨時従業員(派遣社員及び期間１年以内の業務委託契約社員)の年間平均雇用人員で

あります。 

３ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりません。 

 なお、当連結会計年度において、労使関係について特記すべき事項はありません。 

  

５ 【従業員の状況】

従業員数(名) 263（22）

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

   170（19） 42.5 16.2 5,606,561
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第２ 【事業の状況】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、欧州債務問題や新興国経済の減速などにより依然として不

透明な状況が続いておりましたが、昨年末発足した自民党新政権による経済対策への期待感が高ま

り、株価の回復や円高是正などの明るい兆しも見え始めました。 

 当社グループを取り巻く建設業界におきましては、東北地方での震災復旧・復興関連事業が進捗

し、首都圏においても再開発・インフラ整備等の大型プロジェクトが進行しましたが、その他地域で

は公共投資や民間設備投資は低調に推移し、全体として依然厳しい環境が続きました。 

 このような経営環境のもと、当社グループは、賃貸重視の営業力強化を図るため、地域毎の保有鋼

材の最適化に努め、採算管理を徹底し、原価の低減や賃貸価格の適正化に取り組みました。国内子会

社の興信工業株式会社は、上下水道工事を中心に官庁関係工事の受注に注力しました。また、海外で

はタイ丸建株式会社を軸として東南アジア市場へ展開し、収益基盤の強化を図りました。 

 以上の結果、売上高170億６百万円（前期比１億４千５百万円、0.9％増）、営業利益４億６千５百

万円（同２億８百万円、81.2%増）、経常利益７億４千３百万円（同３億５千８百万円、93.3%増）、

当期純利益６億６千２百万円（同３億２千５百万円、96.6%増）と増収増益になりました。 

  

セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

 ①重仮設事業 

 賃貸稼働量は増加したものの鋼材販売等が減少し、売上高は133億３千４百万円（前期比３億

５千４百万円、2.6％減）と減収になりましたが、賃貸利益の増加により利益率が改善したた

め、セグメント利益は９億４千１百万円（同１億３百万円、12.3%増）と増益になりました。 

 ②重仮設工事事業 

 受注工事案件の小口化により、売上高は16億７千２百万円（同２億１百万円、10.7％減）と減

収になりましたが、赤字工事を減少させたため、セグメント利益は１千４百万円と、前期の２千

９百万円のセグメント損失から４千４百万円の改善となりました。 

 ③土木・上下水道施設工事等事業 

 土木・上下水道工事を中心に官庁関係工事の受注物件が増加したため、売上高は20億１千６百

万円（同７億１千７百万円、55.2％増）、セグメント利益は６千３百万円（同３千６百万円、

136.4％増）と増収増益になりました。 

  

（注）セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

  
(2) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により獲得した資金は、４億５千４百万円（前期比10億２百万円減）となりました。こ

れは、税金等調整前当期純利益７億２千１百万円の計上や仕入債務の増加額４億２千万円があった

一方で、売上債権の増加額３億２千万円、たな卸資産の増加額２億６百万円などがあったことによ

るものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は４百万円（同５千４百万円減）となりました。これは主に、有形

固定資産の取得、売却によるものであります。 

１ 【業績等の概要】
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は、４億８千万円（同９億５千６百万円減）となりました。これは

主に、長・短借入金の返済を行ったことによるものであります。 

以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前期比３千万円減の12億５千７百万円

となりました。 
  

(1) 生産実績 

当社グループでは、出荷直前に取引契約の締結を行うという業界の慣習、取引形態の特殊性によ

り、受注生産を行っていないため、修理実績、加工実績についてはセグメントごとの記載を省略して

おります。 

なお、当社グループの工場における主たる業務は、賃貸および販売用鋼材の修理、加工ならびに在

庫管理でありますが、当連結会計年度における修理および加工実績は次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

出荷直前に取引契約の締結を行うという業界の慣習、取引形態の特殊性により、受注高の集計は行

っておりませんので、当社グループの受注実績及びセグメントごとの記載を省略しております。 
  

(3) 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ 調整額は、セグメント間の内部売上高又は振替高の消去額であります。 

   ２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

 
     ３ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】

区分 金額(百万円) 前年同期比(％)

修理実績 311 4.7 

加工実績 243 △6.4 

合計 555 △0.5 

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

重仮設 13,334 △2.6 

重仮設工事 1,672 △10.7 

土木・上下水道施設工事等 2,016 55.2 

調整額（注）1 △16 ― 

合計 17,006 0.9 

相手先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

西松建設㈱ 1,957 11.6 1,782 10.5 
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今後の見通しにつきましては、中国をはじめとする新興国経済の成長鈍化が懸念され、先行きは依

然として予断を許さない状況が続いておりますが、国内では新政権による経済対策により一部で持ち

直しの動きが見られます。また、米国経済も好転の兆しが出てくるなど、弱いながらも回復傾向が期

待できる状況になってきました。 

 このような環境下、建設業界におきましては、引き続き震災の復興需要や首都圏での大型プロジェ

クト案件が見込まれます。一方、その他地域では公共事業の予算増による建設投資の増加が予想され

るものの、着工遅れ等により建設需要全体を押し上げるには暫く時間がかかるものと思われます。民

間設備投資も人件費や資材等のコスト増により利益率が低下しており、業界全体としては依然として

厳しい状況が続くことが予想されます。 

 当社としましては、今般、2013年度以降３ヶ年を期間とする中期経営計画『中経13-15～成長に向け

ての礎構築～』を新たに策定致しました。 

 この中期経営計画では、経営の基本方針として「安定的な収益確保による成長に向けての礎構築」

を掲げ、それを達成するための重点施策として、「賃貸重視の営業力強化」、「木目細かい地域戦略

の推進」、「人材の育成」、「連結ベースでの業容拡大」、「財務体質の強化」に取り組むことと致

しました。 

 当社グループとしましては、これらの諸施策を着実に推進することにより、今後とも持続的に安定

的な収益を確保し、成長に向けての収益基盤を築いてまいります。 

  

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な

影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する

事項は、有価証券報告書提出日(平成25年６月25日)現在において、当社グループが判断したものであ

ります。 

当社グループでは、これらのリスクの発生を十分に認識した上で、その発生を極力回避し、また、

発生した場合には的確な対応を行うための努力を継続してまいります。 
  

当社グループの主たる取引先は、国内の建設会社であり、その業界環境は依然厳しい状況で推移し

ております。当社はこの建設市場への依存度が高いため、当社グループの経営成績及び財政状態は今

後この市場の動向により影響を受ける可能性があります。 

当社グループでは、当該リスクに対応するため、国内市場のみならず、海外においては安定的な利

益を計上しているタイ丸建株式会社を軸として東南アジア市場への更なる展開に向けて取り組んでお

ります。 
  

当社グループの主要取扱品目である建設基礎工事用仮設鋼材は、平成15年度の下期以降、需給逼迫

による値上げとその後の世界金融危機による下落があり、また、平成22年前半からは再び上昇するな

ど乱高下を繰り返しており、今後も円安による原料高の影響が出てくることが予想されます。 

当社グループでは、この不安定な鋼材価格の動向を注視しつつ、仕入先である高炉メーカー等との

関係を強化してまいります。また、引き続き賃貸重視の経営方針を推進し、環境変化に応じた品種毎

の適正保有を把握して効率的な購入を行うことに加えて、平成22年４月以降開始したヒロセ株式会社

との業務提携による建設基礎工事用仮設鋼材の相互補完供給体制により、原価上昇の抑制に努めてお

ります。 
  

３ 【対処すべき課題】

４ 【事業等のリスク】

(1) 特定の市場への依存による経営成績及び財政状態の異常な変動について

(2) 鋼材価格の変動について
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当社グループの主たる取引先である建設業界は、東北地方での震災復興事業や首都圏の再開発・イ

ンフラ整備等が進められている一方で、その他地域では公共投資、民間設備投資は低調に推移し、全

体として厳しい環境となっており、貸し倒れリスクが高い状況が続いております。 

当社グループでは、当該リスクを管理するため、取引先のランク付けを行い、そのランク付けに応

じた信用限度額、鋼材貸出数量限度、及び貸倒引当率を定めるとともに、原則として四半期毎に、か

つ信用状態の変化に応じて機動的に取引先の見直しを行っております。 
  

当社グループの事業資金の多くは、金融機関からの借入金に依存しているため、有利子負債の増加

や金利及びキャッシュ・フローの異常な変動がある場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影

響を及ぼす可能性があります。 

当社グループでは、当該リスクに対応するため、より効率的な資金管理を行い、キャッシュ・フロ

ー経営を徹底するため資金予算制度の充実を図っております。また、資金調達基盤の安定と効率化を

図ることを目的に、株式会社みずほコーポレート銀行をアレンジャーとする金融機関３行との間で総

額12億円(期間１年間)のコミットメントライン契約を締結しております。なお、この契約期限到来時

に契約が更新されない場合には、当社グループの資金調達に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社グループでは、建設基礎工事用仮設鋼材の修理・加工を行う工場及び杭打抜・山留架設工事、

地中連続壁工事等を行う工事現場での事故発生により損失補償を負う可能性があります。 

当社グループでは、当該リスクに対応するため、各工場部門、各工事部門においては安全衛生管理

に関する諸規程に基づいて日常の業務を遂行するとともに、環境安全部においては全事業所を対象と

した安全衛生管理業務全般を行っております。 

  

当社グループの事業のうち、当社及び子会社の丸建工事株式会社・丸建基礎工事株式会社が行う

「建設基礎工事用仮設鋼材の杭打抜・山留架設工事、地中連続壁工事等」や、子会社の興信工業株式

会社が行う「土木・上下水道施設工事、建築設備工事及び工場プラント工事」については、建設業法

による許可を取得して業務を行うことが定められており、今後これらの許可の取消があった場合、当

社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

当社グループの国内及び海外における営業活動が、訴訟等の法的手続きの対象となる可能性が有

り、これらの訴訟等の内容や結果によっては当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性が有ります。 

なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した係争中の訴訟案件については、次のとおり終結致し

ました。 

当社は、当社から工事を請負った工事業者から平成22年12月15日付で工事代金請求訴訟の提起を受

けましたが、裁判所の和解勧告により、当社が解決金２百万円を支払うことで合意に至り、平成24年

８月７日付にて訴訟上の和解が成立しております。 

  

当社グループの退職給付制度は、確定給付企業年金制度等でありますが、その年金資産の時価や運

用利回りの変動により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(3) 与信管理について

(4) 有利子負債、金利及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動について

(5) 事故等について

(6) 法的規制について

(7) 重要な訴訟について

(8) 退職給付債務について
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